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代表質問 質問項目 
 

質 問 項 目 要 旨 

１ 液状化対策について 1、 防災計画に則り、県が作成中で H25 年

度頒布予定の「液状化マップ」については、

きめ細かく市民へ周知し、その後の市民か

らの問合せに対応する必要性が有ると考

えます。周知方法と、その後の相談窓口設

置について、どの様に進めて行かれるの

か、御考えをお聞かせ下さい。 

2、 同時に市民の自助を促進させる為の

手立てについて、今後どの様な施策を御考

えなのか、当局の御所見を具体的にお聞か

せ下さい。 

２ 「防災・減災対策」とし

ての防災公園計画につい

て 

１、大震災発生の予測を鑑み、本市として国

補を利活用し、また公共投資としても長

引く不況の影響を受ける市内企業に対し

ても、緊急経済対策の意味合いも含まれ

る事から、防災・減災に資する対策の「防

災公園」計画策定と共に計画実施も必要

と考えます。当局の御所見を御伺い致し

ます。 

３ 「子育て事業計画」につい

て 

１、本市において、努力義務とされています、

子育て家庭のニーズを調査するための

「地方版子ども子育て会議」の設置につ

いて、当局のお考えを御示し下さい。 

２、H27 年度新たな制度スタートを目指し、

事業計画について、今後教育部や福祉部

など各関係部署が連携して、全庁的に取

組む必要が有ると考えます。それを踏ま

えて策定スケジュールや今後の行程をお

示し下さい。 



 3 

質 問 項 目 要 旨 

４ 本市の農業政策について １、国で昨年より行っている「青年就農給付

金」事業での、H25 本市における利用度

見込みの予想と、新規就農希望青年層に

対しての、市内外対象者への周知や啓発

活動について、どの様に進めて行くのか、

御聞かせ下さい。 

２、農業の６次産業化について、県もこの分

野については強力に推進する意思を持っ

て進めております。県とのコラボも視野

に入れての、本市としての６次産業化推

進についての御見解をお示し下さい。 

３、「都市農業の振興」について、農水省の「都

市農業の振興に関する検討会」による「中

間取りまとめ」で論議されている中、特

に「市民農園等の農業体験機会の充実」

につき、現在本市で運営されている「市

民農園」の現状と、「農業体験機会の充実」

について、御所見をお示し下さい。 

５ 障がい者の自立、就労支援

について 

１、「障がい者優先調達推進法」が 4 月より施

行されるに伴い、施行開始するに当たっ

ては障がい者就労施設はもとより、掌握

が難しい在宅就業している障がい者など

の把握も含め、福祉部のみならず、本市

全庁での取組として行わなければならな

いと考えます。市として今後どの様に施

行に向け 対応して進められて行くのか

お聞き致します。 

２、全市への周知の促進についてですが、障

がい者優先調達推進法の周知を図るた

め、障がい者 就労支援施設向けのパン

フレットなどを作成し、今後市として、

この制度について各方面へ対して周知す

る事が望ましいと考えますが、如何でし

ょうか？ 
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６ 男性介護者支援について 1、 男性が介護を行う上で、著しく厳しい

状況や、大変な事情が有る方々に対し、現

在も増加の一途にある男性介護者に寄り

添う意味でも、喫緊で支援サービスが必要

だと考えますが、当局の御所見を御伺いし

ます。 

 

以下、2013 年 3 月甲府市議会本会議定例会で行った、公明党代表質問を掲載いたします。 

今後も議員活動の報告として、議会報告を行って参ります。 
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次に、公明党の代表質問を行います。佐野弘仁君。 

（佐野弘仁 登壇） 

 

○公明党の佐野弘仁でございます。本日は、会派を代表いたしまし

て質問させていただきますので、どうかよろしくお願いをいたしま

す。 

昨年末の衆議院選挙が終わり、新たな政権へと責任が移譲され政権

交代がなされました。公明党も皆様より負託をいただき、再び自由

民主党とともに政権与党となりました。 

今後は、皆様の生活現場の声を国政に届けていく地方議員の責務と

して、日本再建へ向け、大衆とともにの精神を堅持し、より多くの

市民の声を議場で取り上げ、これをもって市民奉仕に寄与してまい

る決意であります。 

さて、昨年末より国会において、１３兆１，０００億円の補正予算

案が立てられ、２月２６日に可決され、さまざまな交付金事業が執

行されることとなりました。 

今まで以上に国と地方の連携を密にし、効果的にこれを 

活用すれば、財源が不足して進められなかった施策についての地方
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負担分が軽くなり、推進も容易になると考えられます。 

このように充当された予算を使い、昨年末のまことに不幸な笹子ト

ンネル天井崩落事故のような災害事故が起きぬようにも、平成２４

年９月本会議で発言した防災・減災ニューディール政策を強力に推

し進めるように国に働きかけ、本市においてもその推進ができるよ

うに図ってまいり 

たいと考えております。 

そして今後も、さらなる甲府市政発展の一助が担えるように、議会

においては、議長を初め諸先輩の皆様、そして市長さんを初め職員

の皆さんとも力を合わせ、市政発展に尽力してまいりたいと決意を

いたします。どうかよろしくお願いをいたします。それでは発言に

移らせていただきます。 
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○「液状化対策について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

本質問は市民相談にてご相談を頂いた項目です。東日本大震災に於いても、

甚大な被害を起こした「液状化について」であります。市民の方から、新築の

ため家の地盤を調査した結果から危険な事がわかったとの事、自分としても独

自に調査を行う中で、甲府盆地中心に於いては、地震考古学の分野でも過去の

噴砂発生ある事などを確認しました。 

従来から発生の心配がされている様な、海に近い埋め立て地や、湖沼の近辺、

或いは沿岸地域では無い、見逃されがちである内陸部での液状化について警鐘

を鳴らすと共に、当局を質し、対策対応についてを促しました。 

 

初めに、液状化対策についてお伺いします。 

液状化発生メカニズムとは、地震振動により地盤に多く含まれてい

る水分や地下水が高圧となって急激に上昇する液状化現象と、飽和

状態となった水が砂とともに表層地盤を破壊して地表に噴出する噴

砂が発生するそうです。 

この液状化発生に深くかかわる東海沖地震発生時の甲府市内の想

定震度については、甲府市中心部で震度５強、南部で震度６強と震

度６弱、北部で震度５弱と予想されています。しかし、揺れ方につ

いては、同じ地震の発生を見ても、地盤の硬軟によって、硬質地盤

の揺れと沖積層の厚 

い軟弱地盤での震度の違いもわかっております。 

そして現在の問題点として、この地盤硬軟の違いにより、甲府市中
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心部震度予測５強も、まだら現象の発生で震度 

６強地域が点在している危険性も予測されています。 

さらに、このまだら現象が想定されている地域は、特に水分を含ん

だ砂などが堆積した沖積層の厚い軟弱地盤であり、震度６強以上で

は液状化の可能性が高いこともあわせて 

予測されております。 

このことから、液状化発生５段階評価も、地盤の硬軟に 

より市内一律ではなく、同地域内にそれぞれ０や１と４が隣り合わ

せで発生する可能性も高いとお聞きをします。 

液状化の発生を過去にさかのぼれば、山梨県埋蔵文化財センター

の研究紀要１９甲府盆地の液状化に関する資料に、南部地域で液状

化が発生したことを初め、従来予測では発生可能性が低いであろう

と考えられていた甲府市中心部に近い荒川流域にも噴砂痕跡が認め

られていることと、地震考古学的に見ても繰り返し発生する可能性

は非常に高いと推測されています。 

３．１１大震災時には、茨城県内陸部や千葉県海沿い地域で発生し

た大規模な液状化により、家が傾いて住めなく 

なったり、たとえ建物への液状化対策が講じられていても、液状化
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による地盤沈下で周辺インフラ破壊が問題となっています。 

市民一人一人の財産である家屋や土地についての液状化対策を行う

際の判断基準として、行政から詳細情報提供があることは、市民に

とって、また地域の防災・減災の観点からも非常に重要だと考えま

す。 

３．１１大震災時液状化が発生した千葉県浦安地域の住民からは、

液状化が隣はないが、道を挟んだこちらでは発生している。もっと

前から詳しい情報が行政からあればと語られていることであります。

行政から詳細な情報のあることは最も重要であると考えます。そこ

で以下、本市の液状化対策について今後の方針を具体的にお伺いし

たいと考えます。 

１点目の質問です。防災計画にのっとり、山梨県が作成中で平成２

５年度頒布予定の液状化マップについては、きめ細かく市民へ周知

し、その後の市民からの問い合わせに対応する必要性があると考え

ます。周知方法と、その後の相談窓口設置について、どのように進

めていかれるのか、お考えをお聞かせください。 

２点目の質問です。同時に市民の自助を促進させるための手だてに

ついて、今後どのような施策をお考えなのか、 
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当局の御所見を具体的にお聞かせください。 

○ 米山俊彦 危機管理対策監 答弁 

液状化対策についてお答えいたします。 

山梨県の東海地震被害想定調査によりますと、マグニチュード８ク

ラスの東海地震が発生した場合、甲府盆地では、甲府市街地南部と

笛吹川流域を中心に液状化の危険度が大きいと予想されています。

現在、山梨県におきましては、各市町村ごとの詳細な液状化マップ

を作成中であり、今月中をめどに県内市町村に情報が提供されるこ

ととなっておりますことから、本市の情報を本市のホームページや

各地区での防災訓練、防災講話等を通しまして、市民への周知を図

ってまいりたいと考えております。 

また、液状化に関する相談等への対応といたしましては、液状化マ

ップを活用する中で、地域の液状化の状況予測や、その対応等の相

談に対応してまいりたいと考えております。 

なお、個人や民間所有地の地質調査や地盤改良は、所有者みずから

の負担で行うこととなりますので、耐震化に関する相談窓口などを

通しまして、液状化への対策について広く市民に周知を図っていき

たいと考えております。以上でございます。 
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○佐野弘仁 再質問 

御答弁、大変にありがとうございました。 

一昔前は非常に高額だった調査費用は、従来の凍結サンプリング方

式や、現在では費用も安価となり、４分の１程度で済む原位置動的

ねじりせん断試験システムや、ボーリング調査によらない新しい調

査方法も研究が進んでいるとお聞きします。 

以上の液状化判定調査の結果、その必要があった場合に行われる地

盤改良については、さまざまな地盤状態に即した工法で対策が行わ

れると思います。 

そこで再質問をいたします。 

今後、硬質地盤近くでも埋め立て地のような軟弱地盤が予測される

箇所で、市民から地盤調査や対策等の相談を受けた場合、詳細な地

盤判断をした上でないと確実な対策相談や方法の提示ができないと

思います。このような市民から要請があって、特殊な事情によって

は詳細調査を行う必要があると考えますが、いかがでしょうか。御

答弁をお願いいたします。 
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○米山俊彦 危機管理対策監 再質問答弁 

 液状化に対する再質問にお答えをさせていただきます。 

山梨県が今年度作成をいたしております液状化マップは、液状化に

関しまして、市民へ啓発を行うとともに、市民が対策を講じる際の

参考としていただくことを目的としたものでありまして、１００メ

ートル四方を１つの単位といたしまして、液状化の予測が「可能性

が高い」から、「可能性なし」まで、５段階で表示をされることと

なっております。このため、個人の宅地等へのさらに詳細な調査を

必要とする場合は、所有者等個人の負担によって行っていただく 

こととなります。 

なお、東日本大震災を契機といたしまして、液状化対策への関心

が非常に高まっておりますことから、市民からの相談に対しまして

は、新たな液状化マップを活用する中で、地盤の調査方法や対策な

どにつきまして、きめ細かな対応を図ってまいりたいと考えており

ます。 

以上でございます。 
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○佐野弘仁 再々質問・要望 

再度の詳細な御答弁、本当に大変にありがとうございました。１

点、要望を付したいと思います。本市としても、今後の市民の液状

化対策の自助を後押しさせるために、行政は住民が必要としている

正確な情報を出してもらうこと、住民は自助を行う必要性から、出

された正確な情報を知り、 

リスク回避の対策を行うこと、さらに問題があれば、  行政は

きめ細やかに対処してもらうことが、液状化を含めた防災・減災の

対策として市民と協働での安心・安全の暮らし確保につながる重要

な方策だと考えております。今後も一層、各方面の動向に対し注視

していただいて、この拡充につきまして進めていただきたいと要望

いたしまして、 

次の質問に移らせていただきます。 
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○「＜防災・減災対策＞としての防災公園計画

について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

山梨県の防災計画では、小瀬スポーツ公園が発災時の山梨県防災中心拠点と

なる事が示されております。甲府市に於いては、甲府市役所を中心に北部、東

部、西部にはそれぞれ徒歩にて連携出来る防災公園としての拠点がる事は、今

回の答弁にもある通りです。 

しかし、南部については、小瀬スポーツ公園が有るにしても、あくまでも県

の防災拠点であり、この地域の中心的な役割を担う防災公園は、無いのが現状

です。また家屋倒壊による仮設住宅等の敷地の制定や、現状確保が出来ていま

せんので、この事からの質問であります。 

 

次に、防災・減災対策としての防災公園計画について質問をいた

します。 

本件につきましては、従前より、斉藤議員から甲府市民の安全・

安心確保のために早期の計画策定と実施を訴えられており、過去の

委員会、本会議にて幾度となくこれを、ただす発言をされておられ

ます。 

しかし、過去の当局御答弁において、また、近々の平成２４年６

月本会議でも、「地域的なバランスを考慮する中で、災害時に避難

地として利用可能な用地の確保に努めてまいりたいと思っておりま

す」との御答弁がありましたが、実質的な用地等は選定中との御答

弁であり、近々の本会議御答弁内容から察すれば、全体計画の策定
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について、いまだ計画されていないものと考えております。 

しかし、東海沖を震源地とする大震災の発生率が８０％以上と予

測されている今日、本件は防災の観点から重要な位置づけとなる施

設でありますので、計画策定の必要性について、斉藤議員と同じく

私自身も実施を強く希求する一人でもあります。 

防災公園は前政権下に国土交通省からの予算として、 平成２３

年３次補正で、地方自治体に対し都市（防災）公園事業として交付

率２分の１、用地取得の場合３分の１の国庫補助金として掲げられ

ております。２月２６日に参議院で可決された補正予算案には、今

国会において、我が党としても本件にかかわる補正予算の重点項目

の公共事業に伴う地方負担額の相当分を国が負担する交付金の創設

を新たに追加して掲げました。 

この予算は、防災・安全交付金として、１０兆円規模の緊急経済

対策を含んだ補正予算として実施がされます。執行額は５，４９８

億円が計上され、対象事業の防災公園整備の予算もこの中に含まれ

ております。 

そこで質問です。 

大震災発生の予測を鑑み、本市として国庫補助金を利活用し、ま
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た、公共投資としても長引く不況の影響を受ける市内企業に対して

も、緊急経済対策の意味合いも含まれることから、防災・減災に資

する防災公園計画策定とともに計画実施も必要と考えます。当局の

御所見をお伺いいたします。 

 

○米山俊彦 危機管理対策監 答弁 

 防災公園の整備についてお答えいたします。 

防災公園は、地震災害時に復旧・復興拠点や市街地火災等から避

難者を保護する避難地等として機能する地域防災計画に位置づけら

れている都市公園などであります。 

本市におきましては、これらの機能を担う防災拠点として、市内

５９カ所の指定避難所に地区防災倉庫を設置するとともに、７カ所

の甲府市防災倉庫への食料、防災資機材の備蓄や、甲府市内４大学

との災害支援協定による救援物資の中継拠点の確保などの対策を行

っております。 

また、指定避難地として、これまで都市公園２１カ所を含めまし

て１０４カ所を指定してきたところでありますが、地域からの要望

や地理的なバランス等を考慮いたしまして、平成２４年度、今年度
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には、山梨県営貢川団地内と甲府市内の大規模小売店舗、山梨県自

治会館の敷地など、合計で１３カ所を追加し、現在、１１７カ所を

指定しております。 

また、５月には、非常用貯水槽や災害用マンホールトイレなどを配

備しました新庁舎が供用開始となり、災害時における防災拠点とし

て、被災者の一時避難や救援物資の一時保管、ボランティアの活動

拠点などとして活用することとなります。 

阪神・淡路大震災など過去の大規模災害の例を見ても、身近な都

市公園等の空地が一時避難地として多く利用されたことから、今後

におきましても、避難地として利用可能な用地の確保に努めるとと

もに、甲府・峡東地域ごみ処理施設の整備に伴いまして、焼却工場

等が移転をする跡地 

に、防災機能を有する公園などの整備につきまして、現在、検討を

行っているところでございます。以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再々質問・要望 

詳細な御答弁、大変にありがとうございました。 

一時避難場所を１０４カ所から１１７カ所へと大きく拡充されたこ
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と、このことは市民の安全にとって大変に喜ばしいことであり、防

災・減災に向けて大きな前進であるとともに、私自身も一市民とし

て甲府市当局の御尽力には敬意を表します。また、救援物資の一時

保管場所、ボランティアの活動拠点や、大規模な非常用貯水槽や災

害用マンホールトイレなどを配備した施設としては、新庁舎が供用

開始となり、災害時における防災拠点などとして活用するとのこと。

改めて利活用を確認いたしました。 

さらに新庁舎から見て、緑が丘グラウンドや、北部、北東部にある

４大学との災害支援協定による救援物資の中継拠点の確保、南部や

中道地域には１カ所だった山梨県の小瀬スポーツ公園とともに、ま

た新たにこの近辺市施設転用での防災機能のある公園の御検討と、

このような大規模拠点からは、発災時や直後には、御答弁いただい

た指定避難地１１７カ所への救援物資の輸送を含め、発災後はボラ

ンティア居住地や仮設住宅を含め、中心的な役割を担うことが予測

されます。多分、全てが半径５キロメートル圏内の徒歩移動可能距

離に中心的な防災公園機能を有する 

施設がおさまり、市民にとっても大きな安心につながるものと考え

ます。 
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本日は、日本中が決して忘れてはならない日、３．１１東日本大

震災が発災した日より丸２年のその日であり、また、その時間とな

ります。くしくも符合するこの日に防災に資する発言を２題させて

いただく機会となりましたことは、災害に対しての新たな決意にお

いて非常に意味のあることだと考えております。本市としましても、

本項目検討施策をさらに推進していただき、想定外などにも十二分

に配慮し、もって重点的に防災・減災への施策推進を行っていただ

きますよう改めて要望いたしまして、質問を閉じたいと思います。 
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○「＜子育て事業計画＞について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

公明党の政策として提案して、国で推進されてきた法案について、基礎自治

体としての甲府市の仕組み作りをどうして行くのかを質した質問です。 

子育て当事者を審議の場に入れなければ、現場の当事者の「困り事」の正確

な把握が出来ないと考えての発言です。 

 

３つ目として、甲府市の子育て事業計画についてお伺いします。 

社会保障と税の一体改革の重要な柱の１つとして、子ども・子育

て関連３法が成立されましたが、この法案は、公明党としても強く

主張して実現したものであります。 

新たな財源の中での１兆円を活用し、平成２７年度の本制度運用に

向けての前準備段階で、この計画策定に向けたニーズ調査や子育て

会議設置実施とともに、この新制度が本格的に動き出す平成２６年

度からの１年間、新制度の一部を先取りした子ども・子育て支援法

附則第１０条の保育緊急確保事業も行われることとなっています。 

本市としても、国の動向を見きわめつつ、できる限り  円滑か

つ速やかに新制度を導入ができるよう、万全の準備をしていただく

べきであると考えます。 

国においては、平成２５年４月、子ども・子育て会議が設置される

こととなります。これは子育て家庭のニーズをしっかりと反映がで
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きるような仕組みとしております。 

そして、新たに子ども・子育て支援法第７７条において、市区町

村でも地方版子ども・子育て会議を設置することを努力義務化して

おります。国と同じく、子育て家庭のニーズを把握して施策を行う

ことは地方においても極めて重要であるからだと考えます。 

事業計画策定については、今回の子ども・子育て支援法の制定に

より、全ての自治体が事業計画を策定しなければならないこととな

っており、事業計画の期間については５年とあります。この事業計

画策定に当たっては、国の基本指針に基づき、子育て家庭の状況及

びニーズをしっかりと調査し、把握することが求められています。 

この上で、準備組織の設置として、新制度への移行に  当たり、

事業計画や条例の策定など、関係各署連携のもと、かなり膨大な準

備が必要とお聞きしております。 

しかし、本市が他市町村に先駆け、この施策をより充当させること

で、現在の子育て世代の不安感を払拭させることともなり、子育て

世代への新たな希望が湧く施策となることが予想される好事となる

と考えます。市民の皆さん、 

特に若い世代が甲府市に住めば子育てが安心してできるとなれば、



 22

本市の少子化対策とすることも可能と考えております。 

これは別側面として、他市町村よりよき制度がある甲府市に若い

世代が移り住んで、人口増へつながることが大いに期待できること

でもあると考えております。 

以上のことを踏まえ、以下２点ついてお聞きをいたします。 

１点目の質問です。本市において努力義務とされています子育て

家庭のニーズを調査するための地方版子ども・子育て会議の設置に

ついて、当局のお考えをお示しください。 

２点目の質問です。平成２７年度新たな制度スタートを目指し、

事業計画について、今後、教育部や福祉部など各関係部署が連携し

て、全庁的に取り組む必要があると考えます。それを踏まえて、策

定スケジュールや今後の行程などをお示しください。 

以上２点につき、当局の御所見をお伺いします。 

 

○甲府市長 宮島雅展 甲府市長 

 佐野議員の子育て事業計画についての御質問にお答えをします。 

地方版子ども・子育て会議の設置につきましては、子ども・子育て

支援事業計画への子育て当事者等の意見の反映を初め、子ども・子
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育て支援策を地域の子供や子育て家庭の実情を踏まえて実施するに

当たり、政策の立案から実行、評価まで一貫して関与する場として、

平成２５年度の早期に設置をしてまいりたいと考えています。 

また、会議の委員につきましては、子供の保護者、事業主や労働

者の代表者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する方、子ど

も・子育て支援に関し学識経験のある方、一般公募による方などを

予定しており、幅広く意見を伺える体制にいたしたいと考えていま

す。 

次に、子ども・子育て支援事業計画につきましては、国の基本指

針で定める教育・保育の提供体制の確保等に関する基本的事項や参

酌すべき基準等を踏まえ、策定するものであります。 

策定スケジュールは、平成２５年度にアンケート調査により、潜

在ニーズも含めた地域の子ども・子育てにかかわるニーズの把握を

行い、平成２６年度中に新制度の給付・事業の需要見込み量、教育・

保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期等を盛り込んだ計画

として策定をし、公表してまいります。 

また、策定に当たりましては、この計画が５年間にわたる本市の

子ども・子育て支援施策に係る重要な計画でありますので、子ども・
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子育て会議の委員の皆様の御意見をお聞きするとともに、子育て支

援にかかわる庁内関連部署との連携も十分に図ってまいります。御

理解をいただけるようにお願いをします。以上です。 

 

○佐野弘仁 再質問・要望 

非常に詳細な御答弁、大変にありがとうございました。 

この施策は、子育て世代にとって非常に大切な制度であると考えて

おります。行程に従い、事業計画の進捗につきましては、タイムス

ケジュールにのっとって策定と推進を図っていただきたいと考えま

す。子育て当事者にメンバーに参画していただくことを前向きに検

討していただくとのこと、本制度実施までは広範囲にわたりまして

煩多な業務であることを承知しておりますので、いろいろな形での

問題点洗い出しを、子育てを現実にされている当事者の方々と一緒

になって策定を行っていただき、より市民ニーズに応え整合をとっ

ていただくように進めてもらえればと考えております。 

宮島市長もおっしゃっておられるとおり、子供は甲府市の宝であ

ります。本市の子育て事業計画がより一層の前進をしていただくこ

とを要望いたしまして、本質問はこれにて閉じさせていただきます。 
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○「本市の農業政策について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

国としても TPP 問題が論議されている事で有りますが、基礎自治体として出

来る農業振興策を推進して、農業を奨励して、地域農業の足腰を強くする事を

目的に、本市の「若者世代の農業従事者の育成」「６次化に因る産業振興で農

業収益の増大も図り農業振興を目指す」「市民の農業に対する意識の醸成」を

質す目的で質問項目と致しました。 

 

４つ目として、本市の農業政策についてお伺いします。 

国は、食料・農業・農村基本計画に基づき、食料自給率５０％の

達成を目指しています。本市においても、今後あらゆる面から農業

の活性化は欠かせません。 

平成２５年度農林水産予算概算要求などを踏まえ、現状農業の課

題項目であるとされる新規就農の推進と農業の６次産業化について、

また、市街地に住まわれている市民の皆さんへの農業に対する意識

喚起・醸成への取り組み等、今よりさらに推進するべきであると考

えております。 

昨平成２４年度より、農業における青年新規就業者の 

定着を図るため、農業を独立して自営で始める就農時年齢４５歳未

満の青年世代には、青年就農給付金制度が実施されており、本市に

おいては、来平成２５年度で１，５００万円の予算額の充当を承知
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しております。 

これは本市の農家を営む家族の若者の離農防止を主に、山梨県外

からのＵターン就農者や、できればⅠターンへの道を開き、増加や

定着を図るため、農地利用集積円滑化事業の農地対策もあわせて推

進して、新規就農・経営継承総合支援事業拡大への道筋を積極的に

進めるべきだと考えます。 

就農可能場所が多い本市北部や南部地域、中道地域などで、甲府市

が積極的に農地の売買や貸与をあっせんすることも必要です。また、

この地域は都会への交通アクセスがよいこと、買い物や医療機関が

近い等のよさなど、甲府市内や都会の若者へも含めてアピールして、

見学、体験、学習、相談の場をさらに多彩に準備して行けば、本市

の青年層就農人口増加につながるものと考えます。本制度施行推進

については甲府市当局の英断に感謝をします。私も大いに賛成であ

ります。 

次に、農業の６次産業化についてです。 

昨年、私自身、常任委員会の視察で先進市の小布施町とともに、

個人的にも山梨県内の南アルプス市農業体験レストラン、ほたるみ

館を見学しました。また、山梨県主催の６次産業化の講演において、
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山梨県農政アドバイザーである小泉教授の御講演でも、山梨県内４

次や６次産業化の成功例を拝聴させていただきました。 

平成２２年にいわゆる６次産業化法が制定されて以来、このよう

な先進市にて制度を取り入れて取り組みが進んでいます。財源とし

ても６次産業化法の認定事業者に対する出資や、資本性劣後ローン

等が実施され、いわゆるファンド法が成立して金融面での支援体制

も整備されております。 

本市の有用財産である農業の６次産業化は、雇用と所得が確保でき、

若者や子供も地元に定住できる社会を構築するため、農業生産と加

工・販売の一体化や、地域資源を活用した新たな産業の創出などに

有効だと考えます。 

最後に、都市農業の振興についてであります。 

農林水産省は、都市農業の振興に関する検討会による中間取りまと

めで、税制を初め都市農業が直面する課題など、都市農業の振興に

必要な施策を提案しています。 

これまで公明党としても、市民農園・農業体験農園の整備や、都市

農業振興法の制定の検討などに取り組んできましたが、取りまとめ

では、１、各自治体における基本方針の明確化、２、都市の特徴を
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踏まえた振興施策、３、市民農園等の農業体験機会の充実、４、住

民を対象とした農業指導の４点が示されております。 

以上の項目内容を踏まえ、以下３点についてお聞きいたします。 

１点目の質問です。国で昨年より行っている青年就農 給付金事

業での、平成２５年、本市における利用度見込みの予想と、新親就

農希望青年層に対しての甲府市内外対象者への周知や啓蒙活動につ

いてどのように進めていくのか、お聞かせください。 

２点目の質問です。農業の６次産業化について、山梨県もこの分

野については強力に推進する意思を持って進めております。山梨県

とのコラボも視野に入れての本市としての６次産業化推進について

の御見解をお示しください。 

３点目の質問です。都市農業の振興について、農林水産省の都市

農業の振興に関する検討会による中間取りまとめで論議されている

中、特に市民農園等の農業体験機会の充実につき、現在本市で運営

されている市民農園の現状と農業体験機会の充実について、御所見

をお示しください。 

 

○産業部 保坂照次産業部長 答弁 
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 農業政策３点についてお答えをいたします。 

初めに、青年就農給付金についてであります。 

国の新たな制度であります青年就農給付金につきましては、若い世

代の新規就農者を安定的に支援する制度でありますので、本市では、

本年度から導入したところであります。 

こうしたことから、平成２５年度におきましては、本年度の給付金

対象者とともに、新たな就農予定者を見込み、  １１名分の予算

を計上したところであります。 

また、この制度の周知につきましては、甲府市農業委員会だより

を初め、農業センター内に設置しておりますワンストップ支援相談

窓口での甲府市内外の新規就農予定者へのＰＲとともに、地域での

各種事業説明会や関係団体等との協議の場などを活用して、制度の

周知に努めているところであります。 

今後も、青年就農給付金の制度のさらなる周知に努めてまいります。 

次に、６次産業化についてであります。 

６次産業化につきましては、農業生産物をベースとして、加工、流

通販売、観光交流などを連携させ、地域の自然や文化も取り込みな

がら、地域独自のものとして提供することより、地域の活性化や雇
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用創出にもつながるものと考えております。 

本市におきましては、風土記の丘農産物直売所や上九ふれあい農産

物直売所において、地元の農産物を使用した加工品製造販売に取り

組むとともに、甲州地鶏の生産者組織においても、アンテナショッ

プを設置し、加工品製造販売を行っているところであります。 

今後におきましても、山梨県を初め、関係機関と連携をしながら、

農業生産と加工・販売を一体的にした６次産業化への取り組みに対

しまして、支援をしてまいりたいと考えております。 

最後に、市民農園の現状と農業体験機会の拡充についてでありま

す。 

市民農園につきましては、平成２５年２月末現在、本市で運営し

ているものは１カ所、４８区画でありますが、市内には本市運営分

を含め２９カ所、４１５区画があります。 

こうした市民農園におきましては、サラリーマン家庭や都市の住民

の方々が自家用野菜などを栽培し、収穫の喜びを味わうなど、余暇

の楽しみの創出とともに、自然教育の場として大きな役割を果たし

ているものと考えております。 

このため、本市では、平成２５年度に新たな市民農園の開設に向
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け、準備を進めているところでございます。 

また、市民農園等を活用した農業体験の機会の充実につきましては、

農業に対する理解とともに、交流による地域の活性化や耕作放棄地

の有効活用などに効果があるものと考えております。 

こうした中、千代田地区におきましては、企業と地域  農家の

協働による棚田の保全への取り組みとともに、中道地区においても

取り組みを検討しているところであります。 

本市といたしましては、こうした取り組みに対しまして、関係機関

と連携を図りながら支援をしているところでありますが、今後も、

農業体験の機会の充実に努めてまいりたいと考えております。以上

であります。 

 

○ 佐野弘仁 再質問・要望 

詳細な御答弁、大変にありがとうございました。 

農業政策につきましては、２点ほど要望を付させていただきたいと

思います。 

今後、就農者の定着率を上げるためには、きめ細やかなソフトの面

での対策として、例えば農業指導、あるいは地域でのつながり、あ



 32

るいは仲間意識を醸成させるようなこと、これもぜひ進めていただ

きたいというふうに要望いたします。 

また、６次産業化の促進についてですが、山梨県主導  開発加

工品として挙げているものに、企業開発品の１０品目と個人グルー

プの開発品として７品目があります。最近、本市でも中道特産のき

みひめを使った和菓子の開発成功に甲府市が協力したことは非常に

喜ばしいことだと思っております。私も食べてみましたが、非常に

おいしかったです。 

今後、現在の風土記の丘農産物直売所が平成２６年１０月に新たに

リニューアルオープンすることとなれば、本市がイニシアチブをと

り、甲府市内の農家、官産学とコラボして、多彩な６次化製品とし

て開発に取り組み、もって観光の目玉へとも考えております。今、

農業に大いに光が当たっているとき、農業の活性化を目指して今後

も大きく本市農業施策を進めていただきたいと思います。 

以上を要望しまして、本項目の質問を閉じさせていただきます。 

 

 

 



 33

○「障がい者の自立、就労支援について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

公明党の政策として提案して、国で推進されてきた法案について、基礎自治

体としての甲府市の仕組み作りをどうして行くのか？と共に、市民からの御相

談を受けて質した質問です。 

親も年を取るにつれての心配、子どもの行く末についてであります。自立を

させたいが、就労しても賃金が安い事が非常に心配である事から何とかしたい

との思いを伺い、喫緊の課題と考え、市政を質した質問です。 

 

５つ目として、障害者の自立、就労支援について質問をいたします。 

障害者優先調達推進法が本平成２５年４月から施行されますが、

同法は、地方公共団体に対して、障害者施設の受注機会の増大を図

るよう努めることを求めています。 

現在、競争力の弱い障害者就労施設が民間企業と伍して契約する

のは難しいのが実情です。また、施設や自宅で働く障害者がふえる

一方、景気の低迷により民間企業等からの仕事の依頼は減少してお

り、さらには障害者施設への発注が不安定のため、障害者の就労機

会を増加させ、自立 

を促進することを目的として本法律が制定されました。 

現在、障害者の方々が就労する場合、工賃単価が非常に低いこと

により、仕事に行って利益を得るのではなく、反対に食事代が持ち

出しになってしまうなどの必要経費と貸金の逆転現象を起こしてい
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る現状もあります。 

障害者の御家族も御高齢となってきている方々もおり、さまざま

今後のことをお聞きすれば、子供さんの行く末について、ひとり立

ちができるだろうか、将来はどうなってしまうのだろうかと考える

と胸が痛むとの声をお開きすることが多々あります。現場の状況は

かなり厳しいのであ 

ります。 

このような現場の声や実情を鑑み、本法律は、自由民主党、公明

党の両党が２００８年に提出し、政権交代で廃案となったハート購

入法案をほぼ踏襲した内容となっています。 

自治体に対しては、障害者就労施設等の受注機会の増大を図るた

めの必要な措置を講ずる努力義務が課せられています。それを実効

あるものとするために、１、物品の調達目標を定めた調達方針を策

定し公表しなければならず、２、その方針に即して調達を実施し、

３、調達実績は取り 

まとめて公表することが求められています。 

この法律の目的は、単なる障害者からの物品の調達だけが目的では

なく、法の目的である障害者の就労支援に対し、本市として遅延な
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きように、その道筋をつなげていかなくてはならない非常に重要な

施策であるものと考えています。 

そこで１点目の質問です。障害者優先調達推進法が４月より施行さ

れるに伴い、施行開始するに当たっては、障害者就労施設はもとよ

り、掌握が難しい在宅就業している障害者などの把握も含め、福祉

部のみならず、本市全庁での取り組みとして行わなければならない

と考えます。本市として今後どのように施行に向け対応して進めら

れていくのか、お聞きいたします。 

２点目の質問です。全市への周知の促進についてですが、障害者

優先調達推進法の周知を図るため、障害者就労支援施設向けのパン

フレットなどを作成し、今後市として、この制度について各方面へ

対して周知することが望ましいと考えますが、いかがでしょうか。 

 

○福祉部長 長田一弘福祉部長 答弁 

 障害者優先調達推進法の施行に伴う障害者の自立、就労支援につ

いてお答えいたします。 

障害者優先調達推進法の施行に伴い、山梨県におきましても、山梨

県内の障害者就労施設等に対し、法の趣旨の理解や共同受注窓口等
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について説明会を開催し、周知に努めておりますが、本市におきま

しても、山梨県と連携する中で、障害福祉サービス事業所、障害者

を多数雇用している企業、在宅で就業している障害者等が受注でき

る物品及び提供できるサービスの把握に努めております。 

今後は、把握した各障害者就労施設等の情報を広く全庁で共有して、

調達の機会をふやすことにより、障害者の就労及び賃金の向上が図

られるよう努めてまいります。 

さらに、障害者就労施設等に対し、パンフレット等を活用する中で、

法の趣旨の周知を図るとともに、あわせて本市が必要とする物品等

の情報も広く提供していきたいと考えております。以上でございま

す。 

 

○佐野弘仁君 再質問・要望 

前向きな御答弁、大変にありがとうございました。 

１点、要望を付させていただき、終わりたいと思います。施策開

始が実際には４月となるわけですが、準備期間が非常に少ないこと

や、職員の方々の施策執行までの御努力を考えれば、大変さを大い

に感じることも否めない、このことも十分承知しております。今回
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の障害者優先調達推 

進法施策を行うことにより、この法律の目的として、単なる調達先

をふやすだけではない障害を持っている方々の現時点での生活や、

これから先の生活に挑んでの大きな不安を新たな希望に変えるスタ

ートになっていくものと考えています。 

先ほどの御答弁にありましたとおり進めていただき、 どうか全

庁を挙げて障害者の方々や御家族の皆さん方に 寄り添い、障害者

の自立を甲府市としても後支えする施策をさらに進めていただきま

すよう、以上のことを要望しまして、本項目の質問を閉じさせてい

ただきます。 
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○「男性介護者支援について」 
＜ 質問の背景と大意 ＞ 

男性認知症介護者の家族の会の会長さんからの御相談からの質問です。 

特に男性が認知症家族の面倒を見ていると、女性より途中で介護疲れに陥って

しまい場合が多いのです。また男性が介護者となった場合、生活の手立てをど

うしていくのか？と言う問題も有ります。国でしか対応できない事もある事か

ら、まずは市行政としての相談体制を執る事について、質した質問です。 

 

６つ目として、最後の質問でございます。 

認知症家族の男性介護者支援について質問をいたします。 

核家族化が進み、男性が家族などの介護者になる事例がふえている

とお聞きします。 

家事や介護のノウハウを持たない男性が突如、目の前にこの現実

を突きつけられたとき、どうすればよいかと考えると、非常に大き

な精神的重圧と経済的負担が考えられます。 

問題点としては大きく２点だと考えます。それは、仕事との両立

は困難な状況に至り、離職してしまう可能性が非常に高いことと、

男性介護者の世間的な認知度はいまだ低く、現状支援体制が整わな

いことであります。 

奥さんが認知症のある男性介護者の方は、スーパーに 行ったこ

とも、レジ袋を持ったこともなかった。主夫を始めたものの、どう
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すればいいのかわからず、御飯の水かげんを間違えて、妻から「き

ょうの御飯、かたいから食べられない」とだめ出しをもらったこと

も。全てが手探り状態 

だった。そして、介護と仕事との両立が難しくなり、やがて仕事を

断念。現在、奥さんは特別養護老人ホームに入居している。自身の

介護者生活は落ちついたが、ほかの男性介護者もとんでもない苦労

をしているはずとの思いを強く持っているそうです。 

韮崎市にあるやろうの会、これは「やろうぜ」というやろうと、

男の「やろう」の会をあわせているそうです。という男性介護者の

会の会長さんと会のメンバーの方々にお話を聞く機会がありました。 

３０歳代から６０歳代と年代層が幅広く、介護の形も 多様化し

てきているとの現実をお聞きしました。 

１回の参加者は５人から１０人ほどの参加者が来ておられ、参加

された方に感想を聞きますと、皆さんの話を聞くと気分が癒される、

さまざまな情報も得られると、参加者にとっては貴重なつながりの

場になっておりました。 

この会の中で話題になっていたことは、やはり男性介護者は仕事

と介護の両立で悩み、経済的な問題に加え、自身の健康不安なども
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抱えている。そして、深くかかわればかかわるほど、新しい問題が

見えてくる感があります。 

男性介護者は何でも自分でやろうとして行き詰まる人が少なくな

いはずです。女性は打ち解けることが早いと思われますが、自分自

身に置きかえて考えても、男性は悩んでいることを率直に話すまで

に時間がかかるものであります。 

そして、現実的な数値も、男性介護者の割合はふえております。

厚生労働省国民生活基礎調査によると、２０１０年では、同居する

介護者の割合は男性が３０．６％。実に 

３人に１人が男性介護者となっていても重立った独自の支援はほと

んどない現状と、社会的な認知度の低さを含め、２０２５年の高齢

者が一挙に増加する問題の今後を考えても、男性介護者にはかなり

厳しい現実があります。 

男性は世帯において主たる働き手である場合が多く、介護が発生

したときに経済的な問題が家族全体に大きくのしかかることから、

今後の課題として介護離職者の問題については援助や支援が必要で

はないかと考えます。 

男性介護者のどうしようもない不安からの脱却を含め、この方々



 41

に対してどう対処していくかは、甲府市行政として、現在も、また

今後においても重要なテーマと考えております。 

そこで質問です。 

男性が介護を行う上で著しく厳しい状況や、大変な事情がある方々

に対し、現在も増加の一途にある男性介護者に寄り添うべき施策と

して、喫緊での支援サービスが必要だと考えますが、当局の御所見

をお伺いします。 

 

○福祉部長 長田一弘 福祉部長 答弁 

男性介護者への支援についてお答えいたします。 

平成２２年度に本市が実施した介護サービスの在宅サービス利用

者満足度調査においては、主に介護をしている方のうち、男性介護

者の割合が２８．４％であり、今後も高齢化の進行とともに男性介

護者の増加が予想されております。 

また、同調査におきましては、介護者の心身の負担が大きいこと

や、家族介護者への支援を多くの方が希望されていることが明らか

になりました。 

そのため、本市では、在宅でのサービスを活用しながら、家族で
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介護を続けることができるよう、甲府市内９カ所の地域包括支援セ

ンターにおいて、戸別訪問等による相談や適切なサービス利用のた

めのケアマネジメント支援などを行っているところであります。 

また、家族介護者を支援するための事業として、平成２１年度か

らは、家族の介護負担を軽減するために、家族介護教室を実施して

おり、本年度は２月末までに９回開催し、そのうち２回は男性介護

教室として実施したところ、男性参加者が３７名と、前年度に比べ

大幅に増加いたしました。 

さらに、在宅で介護する方をねぎらう若竹ねぎらい事業や、同居す

る家族介護者を支援する家族介護用品購入費の助成事業なども行っ

ているところであります。 

今後も、男性介護者が増加することを念頭に置く中で、相談支援

やこれらの事業の充実を図り、男性介護者の負担軽減に努めてまい

ります。以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問 

御答弁、大変にありがとうございました。 

先ほどのやろうの会の清水会長さんや、会の方々にいろいろお聞き
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しますと、例えば男性は女性のケアマネージャーさんにはなかなか

気が引けて本音がどうしても言えないとか、仕事のことをどうして

いけばよいか、対応の道筋を知りたいが聞けないといったことで悩

んでいることが多いそうです。本音では、男同士であれば仕事のこ

となどアドバイスを受けやすく、話しやすいと思われる方が多いと

もお聞きをしました。 

そこで再質問です。 

具体的な施策としてお聞きしたいと思いますが、このような困り事

に対し、甲府市行政として、男性の相談には専門の男性相談員を配

置した男性介護者専門生活相談窓口や、男性介護者支援相談窓口等

の設置開設についてはいかがでしょうか。御見解をお聞きしたいと

思います。 

よろしくお願いいたします。 

 

○福祉部 長田一弘福祉部長  再質問 答弁 

 ただいま御提案がございました男性介護者に対する専門の相談員

等でございますけれども、先ほど申し上げましたけれども、男性介

護者が増加することを念頭に置く中で、そういったことも調査研究
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をしてまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

 

 

○ 佐野弘仁 再々質問・要望 

大変にありがとうございました。 

ぜひとも今後は前向きに検討していただきますようにお願いしたい

と思います。 

さて、昨年、南包括支援センターでは、男性介護者の集いとしてク

リスマス会が開催されました。参加者の男性からは、大変によかっ

たとの感想を述べられたとお聞きしました。このような会の開催に

つきましては、職員の御努力に感謝と敬意を表したいと思います。 

本項目に関しまして、最後に１点要望を付して終わりたいと思いま

す。 

本市でも男性介護者の問題については、今後さらに課題がふえてい

くものと考えます。したがって、積極的な対策を継続して進める必

要性があるものとも考えます。世間的に認知度の低いとされる男性

介護者に対しては、今後一層、施策を深めていただきますよう、こ
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れを切に要望しまして、質問を閉じさせていただきます。ありがと

うございました。 

以上、全問６項目につきまして、公明党の代表質問を終わります。

長時間にわたり、御清聴感謝いたします。大変にありがとうござい

ました。 

 

○輿石 修 副議長 

以上で代表質問を終了いたします。お諮りいたします。 

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思いますが、こ

れに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○輿石 修 副議長 

 御異議なしと認めます。よって、本日の会議はこれをもって延会す

ることに決しました。本日はこれをもって延会いたします。 


